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はじめに

今，世界秩序の転換期にいることは間違いな

いだろう。冷戦終結後に構築したアメリカ一極

の権力構造に支えられ，三つの次元からなるリ

ベラル国際秩序が世界を覆っていた。一つは新

自由主義に基礎づけられた自由で開かれた経済

であり，世界に急速なグローバル化をもたらし

た。二つ目が国際制度や枠組みを重視し，力に

よる現状変更を避けつつ，国際社会及び地域の

共通の問題を解決していこうとする国際協調主

義（国際政治で言うところの「リベラル」）で

ある。第三の次元は，議会制民主主義や人権保

護といったリベラルな政治的価値や規範の優位

である。東南アジアを含む東アジアは，冷戦終

結後のリベラル国際秩序の中で，他の地域と比

べても平和と安定，そして繁栄を享受してきた

地域であった。そして東南アジアにおいてはこ

れら国際秩序の三つの次元に沿うような動きが

展開してきた。言い換えれば東南アジアも，こ

うしたリベラル国際秩序の一部だったのであ

る。

しかし今，既存のリベラル国際秩序が大きな

挑戦に晒されている。そして東アジア，ないし

インド太平洋地域は国際秩序の地殻変動がもっ
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今，これまで数十年にわたり世界のあり方を規定してきたリベラル国際秩序が大きな挑戦に晒されている。

この秩序をささえていたのは自由で開かれた経済体制，国際協調主義，そしてリベラルな価値や規範のグロー

バル・スタンダード化であった。そして ASEAN 諸国は，こうしたリベラル国際秩序の中で概ね安定と繁栄

を享受し，いわばその一部としての東アジア地域秩序の一翼を担ってきた。しかし今，東南アジアを含む東ア

ジアは，国際秩序の地殻変動がもっとも可視化されている地域である。それをもたらしている最大の外的要因

は米中対立であるが，ASEAN諸国自身が抱える内的要因も無視できない。さらに重要なことは，ASEAN諸

国が広域地域秩序の将来を決定づける力は以前よりも大きくなっていることである。本稿は，リベラル国際秩

序の一部である東アジア地域秩序が揺らぐ中で，ASEAN諸国がどのような課題に直面しているか，そしてそ

れらに彼らがどう対応しようとしているかに焦点を当てる。その上で，日本がこの地域と今後どのようなパー

トナーシップを築いていくべきかについて論じたい。



とも可視化されている地域である。こうした中

で，ASEAN諸国がこの地域の将来を規定する

度合いは大きくなっている。多くの人は，秩序

を決定づけるのは米中といった大国であると考

えるかもしれない。確かに大国の振る舞いが秩

序のあり方を決定づける力が大きいというのは

その通りであるが，それ以外の国々，すなわち

ミドルパワーや小国の挙動も無視できない。い

かに大国といえど，他国が自らの国益確保のた

めにどのような選択をするか，を完全にコント

ロールすることはできないからである。また，

ASEAN諸国の少なくとも一部は，その経済的

な成功を背景に国際政治のプレイヤーとしての

影響力を向上させている。例えば昨年 G20 の

議長国を務めたインドネシアは，西側諸国から

の圧力にもかかわらず，ロシアを G20 サミッ

トに招待した。しかし同時にウクライナのゼレ

ンスキー大統領のビデオ演説も実現させ，新興

国としての独自の立場を示したのである。

本稿は，地域秩序の三つの次元における，

ASEAN諸国の動向について考察した上で，日

本が ASEAN 諸国および ASEAN とどのよう

なパートナーシップを取り結んでいくべきか，

について論ずる。

Ⅰ 国際関係の次元：彼らにとっての

脅威とは何か

昨年 2月に始まったロシア・ウクライナ戦争

は，リベラル国際秩序の国際関係における次元

を規定した国際協調主義の後退を象徴するもの

であった。ロシアをどの程度実質的に中国が支

援するかは注意深く考察する必要があるもの

の，中国がアメリカとの戦略的競争への配慮を

優先させ，ロシアとの距離を縮めていることは

事実である。そしてアメリカは，ロシアのウク

ライナへの軍事侵攻を受け，台湾有事の可能性

が高まったことをことさら強調するようになっ

た。今年 6 月はじめにシンガポールで開催され

た恒例のシャングリラ・ダイアローグは，アメ

リカのオースティン国防長官と，中国の李尚福

国防部部長が出席し，それぞれが自国の立場を

正当化する演説を行うなど，両者の対立の深ま

りとそれを解消することの困難さを印象づける

形となった1)。

いいかえれば，ロシア・ウクライナ戦争と並

び，またそれと一部連動する形での東アジアに

おける米中対立に伴う緊張の高まりも，国際協

調主義を基調とするリベラル国際秩序の揺らぎ

を可視化する出来事である。そしてこれまでも

指摘されているように，ASEAN諸国にとって

こうした状況は望ましいものではない。彼らの

優先課題は主権国家としての自立性の維持と，

その礎でもある経済成長や経済発展であり，そ

のためには安全保障環境が安定していることが

必要だからである。前述のシャングリラ・ダイ

アローグに出席した ASEAN 諸国からの閣僚

らの演説でもそれは見て取れる。シンガポール

のNg Eng Hen 防衛大臣は，演説の中で米中対

立による地域環境の緊張を強く憂えた2)。イン

ドネシアのプラボヴォ防衛大臣は，米中対立に

ついて基本的に楽観的であるという立場を示し

つつ，対立のエスカレートには警鐘を鳴らし

た3)。ASEAN 諸国の中からは，中国の台湾に

対する軍事侵攻の可能性を懸念し，さらには南

シナ海における実効支配をより拡大深化させる

動きを中国がよりいっそう進めるのではないか

と懸念する声も聞かれる4)。

後述するように，ASEAN諸国にとって中国

経済との結びつきはすでに「常態」である。し
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かし，それは中国が急速に安全保障上のプレゼ

ンスを拡大することについての懸念がないとい

うことを意味しない。イギリスのシンクタンク

IISS が毎年発表しているミリタリー・バラン

ス最新版によれば，インド太平洋地域諸国の軍

事費の中で，中国の軍事費は 47％を占め，圧

倒的である5)。アメリカの軍事費が絶対額とし

て若干勝っているが，アメリカの軍備はすべて

アジアに振り向けられているわけではない。

ただ，このように以前と比べ，米中のパワー

バランスが拮抗するようになる中でも，ASEAN

諸国にとって，アメリカは中国へのバランシン

グの観点から重要であり，アメリカの地域への

コミットメントの維持を望んでいる。もともと

東南アジアにおいては，アメリカとの安全保障

上の協力関係が密である国とそうでない国が混

在する。フィリピンは同盟国であり，タイも東

南アジア条約が未だ効力があるという点におい

てそれに準じる。また，シンガポールは 1991

年から自国の基地を米軍に使用することを許可

する覚書に署名しており，2019年に改めてそ

の関係を延長する覚書にも署名した6)。また，

ベトナムは伝統的にロシアとの関係が深く，ま

た中国とは包括的戦略的パートナーシップを結

び安全保障協力を維持しつつも，その中国への

バランシングの観点や南シナ海問題の存在など

から，アメリカや日本との防衛協力をも強化し

てきた。経済的な実利という意味ではうまみの

少ないインド太平洋経済枠組み（IPEF）に

ASEAN諸国の内 7か国が署名したのも，理由

の一つにはアメリカのアジアへのコミットメン

ト継続の期待があると見られる7)。

他方，ASEAN諸国にとっての脅威は，米中

対立という大国間の対立からくる地域環境の緊

張だけではない。海洋安全保障の中では，海賊

や国境を越える犯罪への取締，違法・無通告・

無規制漁業（IUU）といった非伝統的安全保障

に関わる問題がある。これらは ASEAN で協

力すべき事案とされるとともに，さらにアジア

海賊対策地域協定（ReCAAP）など ASEAN

外の枠組みでの取締や対応が進められてきた

が，十分に対処し切れているとはいいがたい。

また，経済の次元とも深く関係するが，ASEAN

諸国としては新型コロナの打撃，ロシア・ウク

ライナ戦争によって加速したインフレーショ

ン，食料安全保障，エネルギーの確保，そして

気候変動への対応といったことも重要なテーマ

である。米中対立の激化による国際協調主義の

揺らぎと共に，こうした非伝統的安全保障，及

び総合安全保障の観点も，ASEAN諸国の直面

する安全保障上の脅威を観る上で重要である。

Ⅱ 経済の次元：グローバリズムの

持続への期待

リベラル国際秩序が優位であった時代におい

て，ASEAN 諸国は確かに経済発展に成功し

た。今や ASEAN 諸国全体の GDPは日本の 6

割に達する。また，世界銀行の基準に照らせ

ば，シンガポールとブルネイはすでに高所得国

の仲間入りをしており，それらを中位高所得国

のマレーシア，タイが追っている。そしてイン

ドネシア以下その他の ASEAN 諸国は中位低

所得国に属しており，低所得国は存在しない。

こうした ASEAN 諸国の発展は，リベラル

国際秩序における経済の次元，すなわち自由で

開かれた経済秩序の元でのグローバル化の進展

に乗る形で実現した。すなわち，欧米や日本の

多国籍企業が展開する生産ネットワーク網に自

国の産業を参入させ，それぞれの国の産業レベ
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ルに合った生産工程を担ったことが彼らの発展

を促したのである。しかしながら，すべての国

がグローバル化に乗り発展できたわけではな

く，ASEAN 諸国は二層に分かれる8)。一つ

は，ASEAN先発国およびベトナムであり，グ

ローバル化が進展する中での工業化による発展

を遂げてきた国である。そして，シンガポール

と，産業構造が特殊なブルネイを除いて「中所

得国の罠」からの脱却が課題となっているか，

あるいは将来課題となることが想定されてい

る。もう一つのグループは，カンボジア，ラオ

ス，ミャンマーからなる後発国グループであ

る。これらの国々は，開発資金を多く海外に依

存し国内セクターの不安定性とマクロ経済の不

安定性を抱える。

ASEAN 諸国はそれぞれ自国の国益を重視

し，それに従った行動を取ろうとするし，主体

的なプレイヤーとしての自立性と影響力確保に

努めようとしているが，それがどこまで可能か

には両グループ間で違いがある。先発国グルー

プについていえば，経済面におけるバーゲニン

グパワーは高まっている。例えばインフラ整備

に関して，これらの国々は資金的には実は自国

でまかない得るし，タイの CPなど，インフラ

整備を請け負えるゼネコンも成長しつつある。

よって，一帯一路等を掲げる中国など一国に極

端に依存することを避けることが可能だし，中

国に限らず外部の国々および国の経済主体に対

して自らにとって有利になるよう取引すること

も可能である。

他方，後発国グループも，それぞれ自国の国

益を追求し，主体性や自立性の確保を求めて行

動している。しかし，それが実現できる程度

は，彼ら自身のもつ脆弱性によって事実上制限

されている。インフラ整備をはじめとして，ラ

オスやカンボジアには投資回収の可能性の低さ

などへの懸念から，先進国の多国籍企業からの

投資が投下されにくい。ミャンマーは 2011年

の民政移管後，投資熱が盛り上がったが，投資

環境の未整備など，実際のビジネスを展開する

のには様々な障害がありその熱が収まりつつ

あった上，2021 年 2 月のクーデター以降，特

に先進国からの投資が呼び込めるような状況で

はなくなっている。よって，これらの国々への

投資は，政治的意図によるものに限定される傾

向にあり，現実的には中国からの投資や援助に

依存せざるを得ない状況となっている。

このように，これら二つのグループの置かれ

た状況は異なるが，米中間の戦略的競争が激化

し，それぞれが経済安全保障に基づいて輸出管

理規制を強化し，サプライチェーン網を囲い込

むような政策を展開していることは懸念すべき

事態である9)。アメリカは特に先端技術の流出

につながり得る品目や，生産過程において人権

侵害があったと疑われる品目についての規制を

ますます強化している。それに対し，中国は

「信頼できないエンティティリスト」（2020 年 9

月）や反外国制裁法（2021 年 6 月）などによ

り，「中国の主権や安全，発展を害するような

行為」を取締り，場合によっては罰則を科すと

いう姿勢を取るようになっている。中国の制裁

対象の定義や範囲，また具体的な基準などが極

めて曖昧である。

今，アメリカは「デカップリング」に代わり

「デリスキング」という用語を使うようになっ

ているが，中国側はこれにも当然反発を示して

いる。そして，どういう用語を用いたとして

も，米中のこうした応酬が，これまでASEAN

諸国の先発グループの発展を支えた自由で開か

れた経済秩序を揺るがし，グローバル化にブ
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レーキをかける結果になるかもしれないという

点では変わりがない。

米中のこうした動きは欧米や日本，韓国など

の先進国の多国籍企業が，中国から生産拠点を

ASEAN諸国に移転させる動きが進むとして，

むしろ ASEAN 諸国に利益をもたらすという

見方もある。また，ASEAN諸国はそもそもア

メリカ政府がエンティティリストに載せるよう

な企業が関わる先端技術には関わっていないと

して，その影響は軽微であるという見方もあり

得るだろう。しかしながら，アメリカの輸出規

制の強化により，ASEAN企業の輸出先として

の中国市場へのアクセスが制限される可能性も

あり，そうなれば明らかに ASEAN 企業や経

済にとっては悪影響である10)。アメリカの規

制に従えば中国の報復を受けるかもしれない，

という状況下においては，ASEAN企業のビジ

ネスマインドは萎縮してしまうかもしれない。

そうなれば，ASEAN経済の活性化にはマイナ

スに働く。

ASEAN諸国からは，彼らの経済に悪影響を

及ぼすという観点から，経済安全保障の論理が

前面に出ることについての懸念は大きい。例え

ば今年 6 月下旬，ワシントン DCを訪れたシン

ガポールのバラクリシュナン外相は，米中がそ

れぞれ自分の側に着くように強いることで引か

れてしまう冷戦的な境界線 Cold War-style line

より，東南アジアにおける「友達の輪の重なり

overlapping circles of friends」を望むと明言し

た11)。また，この論考ですでに触れている今年

6 月のシャングリラ・ダイアローグにおいて，

インドネシアの「国立強靱性研究所」の所長で

あるアンディ・ウィジャジャント知事は，中国

の主導する一帯一路，アメリカ主導の IPEF，

欧州の進めるトランス･アトランティック・

ユーロ輸送回廊（Transatrantic Euro Trans-

portation Corridor）といった様々なメガプロ

ジェクトが交差する中で，今や世界はグローバ

ルな連結性（global connectivity）ではなく，

グローバルな切断性（global disconnectivity）

の時代に入ったのかもしれないとしつつ，そう

ではなく，グローバルな連結性を強化し，コス

モポリタニズムやグローバリゼーションに基づ

く世界の重要性を強調した12)。

つまり ASEAN 諸国は，現在世界で起こっ

ている分断に向けた動きを危惧しつつ，そうし

た世界の実現を避け，グローバルな世界経済秩

序を維持し強化することを望んでいる。こうし

た ASEAN 諸国からの強いプレッシャーは，

米中が進める経済安全保障に基づく政策を進め

る際に真剣に考慮しなければならない要素であ

る。さらに今，中国 ASEAN 経済圏が常態と

なっている。ASEANの地場の企業にとって中

国との貿易も，中国からの投資ももう「常態」

であり，リスクとは考えられていない。そうし

た中で，アメリカのいう「デリスキング」がど

こまでこの地域で完徹可能か，筆者には疑問で

ある。アメリカがどこまで「実利」を与えられ

るかで ASEAN 諸国の対応は変化するかもし

れないが，どちらかを選ぶということについて

ASEAN諸国は強い抵抗を示すだろう。

Ⅲ 価値・規範の次元：民主主義は

「後退」しているのか

2023年 6 月下旬，タイがミャンマー軍事政権

を招いての非公式会議を開催したことが注目を

集めた。この非公式会議には，ブルネイ，カン

ボジア，ラオス，フィリピン，ベトナム，中

国，インドが参加した。会議の後，タイのドー
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ン・ポラマットウィナイ副首相兼外相はこの会

議において事態の打開に向けて「いくらかの進

展があった」と強調した13)。しかしながら実

際にどのような協議がなされたのかは明らかに

されていない。さらに今年の ASEAN 議長国

であるインドネシアをはじめ，マレーシア，シ

ンガポールはこの会議への参加を拒否し，実際

に参加しなかった。上記のタイのドーン外相の

見解が示されたのとほぼ同時に，インドネシア

の地域外交担当のヌラ・スジャワラ Ngurah

Swajaya は，ASEAN は「5 つのコンセンサ

ス」にあくまでも則ってミャンマー問題に対応

するべきだという姿勢を示し，また一方のス

テークホルダーのみ，すなわち軍事政権側のみ

へのエンゲージメントは平和をもたらさないこ

とを強調した14)。

このように，ミャンマー問題への対応をめぐ

り，ASEANは大きな亀裂を見せている。タイ

としては，2700 キロメートルに及ぶ境界線を

共有する隣国ミャンマーの混乱は，多くの難民

が押し寄せている事態も合わせ，軍事政権で

あってもなんとか秩序を回復してほしいという

立場である。よってこうした非公式会議をすで

に昨年 12月にも開催するなど，軍事政権との

融和を重視する姿勢を示してきた。また，先日

の総選挙で大勝した前進党が，5つのコンセン

サスを重視し，国民統一政府（NUG）も含め

た対話を重視するなど，これまでとは異なるア

プローチを取る姿勢を示していることで，ミャ

ンマー軍事政権が強く懸念を表明している。

よって現政権としては，ミャンマー軍事政権と

の融和を今後も重視していくという意思を明確

に示す必要があったのかもしれない。他方，イ

ンドネシアは ASEAN 議長国としてこの問題

を重視し，様々な試みをしてきたことを強調す

るものの，それが少なくとも今現在ミャンマー

軍事政権の姿勢を変化させる方向に向かわせて

いるかは甚だ心許ない。もっとも，それはタイ

の融和姿勢についても同じことがいえる。

いずれにしても先が見えないミャンマー情勢

ではあるが，この問題について ASEAN が

様々な働きかけをしつつもなかなか事態を変え

られないのは，ASEAN自身のもつ矛盾に起因

する。ASEANは内政不干渉原則を重視する，

ということがよく言われ，それは間違ってはい

ない。しかしながら今の ASEAN はかつての

ように，内政不干渉原則のみで動いている組織

ではない。確かに 1990 年代，ミャンマーが

ASEANに加盟するか否か，ということが懸案

であった時代，ASEANとしてミャンマーの内

政問題に正面から切り込むことはできなかっ

た。

しかしその後時代は変わった。2008 年に発

効した，ASEAN憲章には，ASEAN の原則や

目的として民主主義や人権保護の推進が明記さ

れた。こうした ASEAN の変化は，西側諸国

からの批判をかわし，また西側企業からの多く

の投資を呼び込むという意図もあったがそれだ

けではない。アジア通貨危機後の開発主義を掲

げる権威主義体制の凋落，インドネシアの民主

化，また各国内における NGOや市民団体など

の市民社会の成長など，内発的な要因も影響し

ていた。またこうした変化は，リベラル国際秩

序における価値や規範の次元，すなわち民主主

義や人権といった規範や価値がグローバル・ス

タンダードとして優位性を高めていく現象の一

部として捉えられる。

またこれらの価値・規範を目的に掲げた，と

いうことは，ASEAN として目指すべき「平

和」が加盟国間の関係の安定化のみならず，国
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内の政治体制のあり方にまで踏み込んだことを

意味する。他方，民主主義や人権保護につい

て，ASEAN諸国それぞれの実態はまちまちで

あるだけでなく，十分にそれらが実現されてい

る状態とは言いがたい。こうした掲げる理想と

現実との乖離を踏まえた上で，理想の実現には

漸進的に，ないし「のらくら」対処していくと

いうのが ASEAN の基本的なスタンスであっ

た。もちろんこうした状況に対しては人権団体

や市民団体からの批判はあったが，ASEANの

組織としての強制力が極めて緩いことや，

ASEAN 諸国内の政治や社会の実態を考えれ

ば，それは致し方ないことであった。

ただ，今回のミャンマーの軍事クーデター

は，一度民政移管が行われた国における揺り戻

しであり，また選挙結果を踏みにじり，かつ激

しい暴力を伴うものであった。このようなあか

らさまなASEAN憲章違反に対して，ASEAN

としては何らかの対処をしなければならない。

しかしながら加盟国に政策変更をさせるような

強制力を ASEAN は仕組みとして備えていな

い。またタイをはじめ，各国がそれぞれの国内

事情を抱え，また自身が人権や民主主義につい

ての弱みを抱えている中で，対処するにも限界

がある。ミャンマー問題の具体的な解決にむけ

ての道筋をつけられないのは ASEAN の失点

になると思われるが，どうしようもない。

ミャンマーのみならず，ASEAN諸国の民主

主義や人権保護に関する状況は，それらの国々

の内部の問題にとどまらない。それは，地域秩

序における価値や規範の次元のあり方を大きく

規定するだろう。これは，中国との接近によっ

て権威主義に流れるという様な単純な話ではな

い点も留意が必要である。

最後に：日ASEAN「イコール・

パートナーシップ」の展望

ASEAN 諸国と ASEAN は異なる。両者は完

全に重なり合わないし，ASEAN諸国それぞれ

抱えている事情や日本に求めるものは多様であ

る。しかしながら，彼らにとって，ASEANの

中心性を強調し，地域の「声 voice」を発する

ことは，彼らの戦略的自立性の確保の上で重要

な策であった。苦況の中にあっても，ASEAN

としての連結性強化や共同体を充実させるため

の協力は動いている。ASEANを中心とする地

域アーキテクチャは，米中ロはじめ様々な対立

を孕む国が一堂に会し，コミュニケーションを

取る場を提供し続けている。これまでも日本は

ASEAN諸国それぞれへの個別の対応と共に，

対 ASEAN 協力という二層構えで彼らとの関

係を強化してきた。

そして今年，日本とASEANは対話を開始し

てから 50周年を迎えた。ASEAN 諸国の中で

もシンガポールを筆頭に経済成長を遂げる国々

が登場する中，かつての「パトロン-クライア

ント関係」あるいは開発援助の「ドナー」と

「レシピエント」といった関係，あるいは経済

成長のフロントランナーとしての日本とその後

を追うASEAN諸国，という関係は明らかに崩

れつつある。むしろ ASEAN 諸国も課題は山

積している。成長する ASEAN の多くは「中

進国の罠」に直面する一方，後発国はまだ工業

化による発展の契機をつかんでいない。さらに

ミャンマーのクーデターは，ASEAN諸国及び

ASEANという組織のあり方に深刻な課題を投

げかけている。

他方，日本は低成長を超える経済をいかに実
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現するかという課題を消化し切れていない。さ

らにおそらく気候変動に一部起因する自然災害

が 21世紀に入り急増し，それらによって打撃

を受けるなどの試練に直面している。自然災害

によって苦しめられているのは ASEAN 諸国

も同様である。地域秩序の安定，経済の活性

化，そして気候変動など共通の課題への取り組

みを共同で進めることが今後，日 ASEAN に

求められる。

こうした中一層意識すべきなのは，いかなる

地域秩序を共に構築していくか，という大きな

課題である。今の地域秩序は「国」単位でのみ

動くものではない。グローバル化の進展に深く

食い込む形で発展してきた ASEAN 諸国の社

会や政治の有り様は，その国の領域外の動きか

ら強い影響を受けており，その連動性は高まっ

ている。ASEAN諸国に先進国の多国籍企業が

事業を展開するのみならず，今はASEANの地

場の企業が国境を越え，東南アジア地域及びグ

ローバルに事業範囲を広げる動きも見られる。

よって，本稿でも述べた国際秩序を支える三つ

の柱のうちの経済のあり方は，国家以外の主体

である企業や個々の市民の行動や認識が大きく

規定している。さらに価値・規範については，

いくつかの国で権威主義が強まり「民主主義の

後退」が叫ばれ，本稿でも見たようにミャン

マーでは著しい人権侵害を伴う軍政が展開する

中で，各国内の人々が現行の政治体制や国内政

治に対してどのような行動を起こすのか，に

よって大きく変化する可能性もあろう。いずれ

にせよ，ASEAN諸国における動向が，広域地

域全体の帰趨に与える影響は無視できない。

日本も ASEAN 諸国も大きく変化してきた

し，今後も変化していくだろう。こうした中，

今後，お互いにとって望ましい，安定したルー

ルベースの地域秩序を構築していくことが一層

重要となる。その地域秩序とは，国家間の関係

が安定をすれば事足りるというものではなく，

それを前提としつつ，それぞれの国内の社会の

あり方，そしてその中の人々の置かれた状況も

含んだ多層的なものである。こうした包含的な

意味での地域秩序を望ましい形にしていくため

の日本と ASEAN 諸国とのパートナーシップ

強化が一層求められる。そしてそのためには，

日本と ASEAN 諸国が，日 ASEAN，そして

日本と個別に国毎の政府間の関係のみならず，

ビジネス界，市民社会等々，様々な分野におけ

る多層的な人的ネットワークを構築・強化して

いくことが肝要となろう。
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